
１０

　

一
般
会
計
は
、
市
の
基
本
的
な
経
費
を

計
上
し
て
い
ま
す
。
一
般
会
計
の
歳
入
歳

出
予
算
の
執
行
状
況
は
、
予
算
現
額
合
計

に
対
す
る
収
入
済
額
の
割
合
が　
・
１
％
、

８９

支
出
済
額
の
割
合
が　

・
５
％
と
な
っ
て

７４

い
ま
す
。
支
出
済
額
の
割
合
が
や
や
低
い

の
は
、
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
年
度
内
に

完
了
で
き
ず
、
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
事
業

が
あ
る
ほ
か
、
災
害
復
旧
の
た
め
の
補
正

予
算
の
支
出
が
、
事
務
手
続
き
の
都
合
で

４
月
以
降
（
出
納
整
理
期
間
（
注
１
））

に
な
る
た
め
で
す
。

　

歳
入
で
は
、
配
当
割
交
付
金
や
財
産
収

入
な
ど
が
予
算
額
を
大
き
く
超
え
て
収
入

さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
原
資
と
な
る

県
民
税
配
当
割
の
税
収
が
見
込
額
を
上

回
っ
た
こ
と
や
土
地
（
市
有
地
）
の
売
り

払
い
に
よ
る
収
入
が
見
込
み
額
を
上
回
っ

た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。
一
方
で
、
繰

入
金
や
県
支
出
金
、
市
債
の
収
入
割
合
が

低
く
な
っ
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
、
財
政

調
整
基
金
か
ら
の
繰
り
入
れ
や
県
支
出
金

の
交
付
、
市
債
の
借
り
入
れ
が
、
事
務
手

続
き
の
都
合
で
４
月
以
降
に
な
る
た
め
で

す
。
ま
た
、
株
式
等
譲
渡
所
得
割
交
付
金

の
収
入
割
合
が
低
く
な
っ
て
い
る
の
は
、

株
式
等
の
譲
渡
が
見
込
み
を
大
幅
に
下

回
っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

歳
出
で
は
、
土
木
費
が　

・
３
％
、
農

４７

林
水
産
業
費
が　

・
３
％
の
支
出
割
合
と

５６

低
い
執
行
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ

は
、
下
水
道
事
業
特
別
会
計
や
農
業
集
落

排
水
整
備
事
業
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
の

支
出
が
事
務
手
続
き
の
都
合
で
４
月
以
降

に
な
る
こ
と
の
ほ
か
、
震
災
に
よ
り
翌
年

度
に
繰
り
越
し
て
実
施
す
る
事
業
が
あ
る

た
め
で
す
。

　

な
お
、
こ
の
ほ
か
の
歳
出
科
目
の
未
払

金
に
つ
い
て
は
、
出
納
整
理
期
間
に
支
払

わ
れ
る
予
定
で
す
。
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※
注
１　

出
納
整
理
期
間
と
は
、
会
計
年
度

終
了
後
の
翌
年
度
の
４
月
１
日
か
ら
５
月

　

日
ま
で
の
期
間
を
い
い
、
年
度
末
ま
で

３１に
確
定
し
た
債
権
・
債
務
を
完
了
さ
せ
、
現

金
の
未
収
・
未
払
い
の
整
理
を
行
う
期
間

で
す
。
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収入割合収入済額予算現額歳入科目

９９．５６，７９２，１０３６，８２５，２４７市 税

１０４．７３０６，７１８２９３，００１地 方 譲 与 税

１０５．１２０，４０４１９，４１１利 子 割 交 付 金

２２０．７９，２５５４，１９４配 当 割 交 付 金

４０．５３，５２９８，７０５株式等譲渡所得割交付金

１０３．５４４６，５８２４３１，４６６地 方 消 費 税 交 付 金

１０３．４６６，８２１６４，６００自動車取得税交付金

１００．０９９，６８３９９，６８３地 方 特 例 交 付 金

１０４．６４，００９，６１７３，８３１，９１２地 方 交 付 税

８７．９２６２，０９６２９８，２５１分 担 金 及 び 負 担 金

９８．９１９６，３９７１９８，５２３使 用 料 及 び 手 数 料

８５．６２，１０７，９５７２，４６２，０６２国 庫 支 出 金

４０．８４５２，０９４１，１０８，９８０県 支 出 金

４２８．６４８，８２３１１，３９１財 産 収 入

０．９４，０８４４３２，３９８繰 入 金

１００．０９５２，７３６９５２，７３６繰 越 金

１０２．６４１７，１０８４０６，４９３諸 収 入

５９．１１，２６８，８４３２，１４８，６４３市 債

９４．６１０，０６９１０，６４３そ の 他

８９．１１７，４７４，９１９１９，６０８，３３９合　計

■一般会計歳入予算執行状況 （単位：千円、％）



広報なか６月号１１

　

特
別
会
計
は
、
特
定
の
事
業
を
行
う
場

合
、
特
定
の
歳
入
を
も
っ
て
特
定
の
歳
出

に
充
て
、
一
般
会
計
か
ら
分
離
し
て
別
に

収
支
経
理
を
行
う
会
計
で
す
。
特
別
会
計

の
歳
入
歳
出
予
算
の
執
行
状
況
は
、
予
算

現
額
合
計
に
対
す
る
収
入
済
額
の
割
合
が

　

・
９
％
、
支
出
済
額
の
割
合
が　

・
２

６７

８２

％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳
入
で
は
、
下
水
道
事
業
、
農
業
集
落

排
水
整
備
事
業
お
よ
び
上
菅
谷
駅
前
地
区

土
地
区
画
整
理
事
業
に
お
い
て
、
県
支
出

金
の
交
付
や
市
債
の
借
り
入
れ
が
、
ま

た
、
下
水
道
事
業
お
よ
び
農
業
集
落
排
水

整
備
事
業
に
お
い
て
は
、
一
般
会
計
か
ら

の
繰
り
入
れ
が
、
事
務
手
続
き
の
都
合
で

４
月
以
降
に
な
る
な
ど
の
理
由
で
収
入
割

合
が
低
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳
出
で
は
、
下
水
道
事
業
お
よ
び
農
業

集
落
排
水
整
備
事
業
に
お
い
て
、
災
害
復

旧
の
た
め
の
補
正
予
算
の
支
出
が
、
ま

た
、
公
園
墓
地
事
業
に
お
い
て
は
、
一
般

会
計
へ
の
繰
り
出
し
が
、
事
務
手
続
き
の

都
合
で
４
月
以
降
に
な
る
こ
と
か
ら
支
出

割
合
が
低
く
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
那

珂
地
方
公
平
委
員
会
に
お
い
て
支
出
割
合

が
低
い
の
は
、
平
成　

年
度
中
に
委
員
会

２２

を
開
会
す
る
必
要
が
な
か
っ
た
と
い
う
理

由
か
ら
で
す
。

　

こ
の
ほ
か
の
特
別
会
計
の
未
払
金
に
つ

い
て
は
、
出
納
整
理
期
間
に
支
払
わ
れ
る

予
定
で
す
。

　

市
の
財
政
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
直

接
・
間
接
の
負
担
に
よ
り
賄
わ
れ
て
い
ま

す
。
な
か
で
も
、
市
税
は
、
財
政
運
営
上

極
め
て
重
要
な
歳
入
で
あ
り
、
常
に
適
正

公
平
な
賦
課
徴
収
に
努
め
て
い
ま
す
。

　

平
成　

年
３
月　

日
現
在
に
お
け
る
市

２３

３１

税
の
収
入
済
額
は
、　

億
９
２
１
０
万
３

６７

千
円
で
、
１
人
あ
た
り　

万
１
３
９
９
円

１２

を
負
担
し
て
い
た
だ
い
た
こ
と
に
な
り
ま

す
。

�
�
�
�

支出割合支出済額予算現額歳出科目

９３．０１９３，８３５２０８，５０８議 会 費

６４．６１，９１３，３３２２，９６２，８７３総 務 費

８５．２４，４０８，９６７５，１７６，７９６民 生 費

９２．１１，１３５，８０３１，２３３，８３８衛 生 費

５６．３４７７，５７７８４８，７０８農林水産業費

８１．９１５２，５０７１８６，１５６商 工 費

４７．３１，４９３，５２３３，１５４，２７７土 木 費

９０．９９３８，５０１１，０３２，２０９消 防 費

７１．５１，８８７，９８６２，６３９，５０５教 育 費

０．００１０８，７１７災害復旧費

９９．３１，９７６，８８８１，９９１，０４４公 債 費

４１．９２７，５１１６５，７０８そ の 他

７４．５１４，６０６，４３０１９，６０８，３３９合　計

■一般会計歳出予算執行状況 （単位：千円、％）

１人あたりの
負担額（円）

１世帯あたりの
負担額（円）

収入済額
（千円）

税　目

４９，２３４１３１，５５２２，７５４，５７０市 民 税

５８，５５６１５６，４６２３，２７６，１４８固 定 資 産 税

２，０２５５，４１０１１３，２７２軽 自 動 車 税

６，０６１１６，１９４３３９，０８１市 た ば こ 税

５，５２３１４，７５９３０９，０３２都 市 計 画 税

１２１，３９９３２４，３７７６，７９２，１０３合　計

■市税負担の状況

※世帯数２０，９３９世帯、人口５５，９４９人（平成２３年３月３１日現在）

支出割合支出済額収入割合収入済額予算現額会計名

９０．６４，５５２，６４８９２．０４，６２４，１３７５，０２７，０１１
国民健康保険
　（事業勘定）　

９０．８１２，６７６９０．８１２，６７５１３，９５７老 人 保 健

６６．３１，５６７，１１３２６．１６１８，０１７２，３６３，７５２下 水 道 事 業

２０．１３，０３７１２１．２１８，２９８１５，０９７公園墓地事業

５１．３６６３，４３１１９．２２４７，６６１１，２９２，５６８
農業集落排水
整 備 事 業

９１．７３，００１，４２０８１．８２，６７５，２６１３，２７１，３１１
介 護 保 険
（保険事業勘定）

７７．５２７６，４１１１１．９４２，４９８３５６，８４９
上菅谷駅前地区
土地区画整理事業

９７．４４１５，３４１９９．９４２６，０４０４２６，３４２後期高齢者医療

１２．９５８１６７．６７５４４５０那珂地方公平委員会

８２．２１０，４９２，１３５６７．９８，６６５，３４１１２，７６７，３３７合　計

■特別会計歳入歳出予算執行状況 （単位：千円、％）
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１２

　

市
債
は
、
大
規
模
な
事
業
を
実
施
し
た

際
に
、
国
や
民
間
の
金
融
機
関
か
ら
借
り

入
れ
た
資
金
で
あ
り
、
公
債
費
と
し
て
支

出
し
返
済
し
て
い
ま
す
。

　

平
成　

年　

月
１
日
か
ら
平
成　

年
３

２２

１０

２３

月　

日
ま
で
に
、
臨
時
財
政
対
策
債
や
土

３１
地
区
画
整
理
事
業
債
と
し
て　

億
１
９
４

１３

万
３
千
円
を
借
り
入
れ
た
一
方
で
、　

億
１４

１
１
４
９
万
６
千
円
の
元
金
を
返
済
し
た

こ
と
に
よ
り
、
平
成　

年
３
月　

日
の
現

２３

３１

在
高
は
、
３
２
３
億
４
８
５
４
万
９
千
円

と
な
り
ま
し
た
。

　

一
時
借
入
金
は
、
会
計
年
度
中
に
一
時

的
に
収
支
の
不
均
衡
を
生
じ
、
歳
計
現
金

が
不
足
し
た
場
合
に
、
そ
の
資
金
の
不
足

を
補
う
た
め
に
借
り
入
れ
る
も
の
で
、
当

該
年
度
の
歳
入
で
返
済
し
ま
す
。

　

平
成　

年　

月
１
日
か
ら
平
成　

年
３

２２

１０

２３

月　

日
ま
で
の
期
間
に
お
い
て
は
、
一
時

３１
借
り
入
れ
は
行
い
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

市
の
水
道
事
業
は
、
民
間
企
業
と
同
様

に
企
業
会
計
が
導
入
さ
れ
て
お
り
、
独
立

採
算
で
運
営
し
て
い
ま
す
。

　

収
益
的
収
支
は
、
経
常
的
な
業
務
の
収

支
を
示
す
も
の
で
、
主
な
収
入
は
水
道
料

金
収
入
、
支
出
は
給
水
の
た
め
の
経
費
や

人
件
費
、
減
価
償
却
費
な
ど
で
す
。
収
支

状
況
は
、
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
資
本
的
収
支
は
、
水
道
管
の
布

設
な
ど
建
設
改
良
費
の
収
支
を
示
す
も
の

で
す
。
収
支
状
況
は
、
赤
字
と
な
っ
て
い

ま
す
が
、
こ
の
不
足
分
に
つ
い
て
は
、
内

部
留
保
資
金
な
ど
で
補
う
こ
と
に
な
り
ま

す
。

平成２３年　　
３月３１日現在

増　減
平成２２年　　
９月３０日現在

区　分

１９４，６５８△３０，３５０２２５，００８総 務 債
４８，１５１△１７，４９６６５，６４７民 生 債

１，２０３，４１９△９１，４８１１，２９４，９００衛 生 債
３７９，６８０△２２，８１６４０２，４９６農 林 水 産 業 債

０００商 工 債
１，２８５，０４９△１３３，６５２１，４１８，７０１土 木 債
２，０９２，０７３△１００，４７７２，１９２，５５０都 市 計 画 債
５６３，０６９△３３，２２９５９６，２９８公 営 住 宅 債
２３３，９８０△４９，７８５２８３，７６５消 防 債

３，３３７，７３０△２０２，７３４３，５４０，４６４教 育 債
０００転 貸 債

９９２，５３９△７２，９０８１，０６５，４４７減 税 補 て ん 債
１０９，２７５△７，２３９１１６，５１４臨時税収補てん債

６，５０９，４２８１，１５５，３６４５，３５４，０６４臨 時 財 政 対 策 債
３７，８４５△８，７０８４６，５５３県 振 興 資 金

１６，９８６，８９６３８４，４８９１６，６０２，４０７小　計

１０，３３０，７６５△３４１，７９５１０，６７２，５６０下 水 道 事 業 債
３，２１０，７１３△６６，６６８３，２７７，３８１農業集落排水整備事業債
８１６，８５４８，９２８８０７，９２６土地区画整理事業債

１，００３，３２１△９４，５０７１，０９７，８２８水 道 事 業 債
３２，３４８，５４９△１０９，５５３３２，４５８，１０２合　計

■市債現在高（元金） （単位：千円） �
�
�
�
�

　

土
地
は
、
木
崎
地
区
排
水
機
場
用
地
や

額
田
地
区
交
流
セ
ン
タ
ー
敷
地
の
取
得
な

ど
に
よ
り
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

建
物
は
、
茨
野
市
営
住
宅
の
解
体
な
ど

に
よ
り
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

出
資
に
よ
る
権
利
は
、
茨
城
県
信
用
保

証
協
会
へ
の
寄
託
金
の
増
な
ど
に
よ
り
増

加
し
て
い
ま
す
。

　

債
権
は
、
自
治
金
融
資
金
預
託
金
の
回

収
お
よ
び
老
人
保
健
施
設
整
備
資
金
貸
付

金
の
返
還
な
ど
に
よ
り
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

基
金
は
、農
業
集
落
排
水
整
備
事
業
基
金

へ
の
積
立
な
ど
に
よ
り
増
加
し
て
い
ま
す
。

平成２３年　　
３月３１日現在

増　減
平成２２年　　
９月３０日現在

単位区　分

１，７３８，０５１７，９５３１，７３０，０９８㎡土 地

１６５，５０１△８８９１６６，３９０㎡建 物

１５，５４００１５，５４０千円有 価 証 券

８０，７５６４６０８０，２９６千円出資による権利

１２，７３３△２２，２３８３４，９７１千円債 権

３，９６４，３１１９，２８６３，９５５，０２５千円基 金

■市有財産現在高

※水道事業会計分は含まない

支　出収　入区　分

１，０７１，０５２１，１４３，９４２収 益 的 収 支

４３６，７９９６５，９３９資 本 的 収 支

■水道事業会計 （単位：千円）
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